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大
阪
市
解
体
で
介
護
保
険
は
ど
う
な
る

介
護
保
険
料
は
上
が
り
放
題
、
住
民
の「
老
後
」に
責
任
持
た
な
い「
欠
陥
自
治
体
」に

特 集

日
下
部
雅
喜

佛
教
大
学
非
常
勤
講
師
／
大
阪
社
保
協

介
護
保
険
対
策
委
員
長
／
介
護
保
険
料

に
怒
る
一
揆
の
会
事
務
局
長

　

大
阪
市
を
廃
止
し
て
4
つ
の
﹁
特
別
区
﹂
に

分
割
す
る
﹁
特
別
区
設
置
協
定
書
﹂︵
以
下
﹁
協

定
書
﹂︶
が
実
施
さ
れ
る
と
、
介
護
保
険
は
ど

う
な
る
の
で
し
ょ
う
か
。

Ⅰ　

�「
危
機
的
状
況
」の
大
阪
市
介
護

保
険
事
業

　

介
護
保
険
は
、
加
齢
に
と
も
な
い
要
介
護
状

態
と
な
っ
た
人
が
﹁
尊
厳
を
保
持
し
、
そ
の
有

す
る
能
力
に
応
じ
自
立
し
た
日
常
生
活
を
営
む

こ
と
が
で
き
る
よ
う
、
必
要
な
保
健
医
療
サ
ー

ビ
ス
及
び
福
祉
サ
ー
ビ
ス
に
係
る
給
付
を
行

う
﹂︵
介
護
保
険
法
第
１
条
︶
た
め
の
制
度
で

す
。
介
護
保
険
は
今
年
で
制
度
開
始
20
年
に
な

り
ま
す
が
、
介
護
保
険
料
の
高
騰
と
介
護
人
材

不
足
で
﹁
危
機
的
﹂
な
状
況
で
す
。

　

大
阪
市
の
介
護
保
険
料
基
準
額
は
、
月
額
７

９
２
７
円
︵
年
額
９
万
５
１
２
４
円
︶
で
、
全

国
の
市
の
中
で
も
﹁
最
高
額
﹂
で
す
。
大
阪
市

は
２
０
２
５
年
に
は
月
額
１
万
２
０
０
円
︵
年

額
12
万
２
４
０
０
円
︶
程
度
ま
で
上
昇
す
る
と

推
計
し
て
い
ま
す
。
大
阪
市
の
介
護
保
険
料
が

高
い
の
は
、
在
宅
サ
ー
ビ
ス
利
用
者
の
割
合
が

高
い
こ
と
に
要
因
が
あ
り
ま
す
。
一
人
暮
ら
し

高
齢
者
が
42
・
４
％
と
全
国
平
均
︵
27
・
３

％
︶
の
１
・
６
倍
も
あ
り
︵
２
０
１
５
年
国

勢
調
査
︶、
要
介
護
認
定
を
受
け
た
人
の
割
合

︵
要
介
護
認
定
率
︶
は
、
25
・
２
％
で
全
国
平

均
︵
18
・
３
％
︶
を
大
き
く
上
回
り
、
ホ
ー
ム

ヘ
ル
パ
ー
の
利
用
割
合
は
21
・
９
％
と
全
国
平

均
︵
８
・
７
％
︶
と
比
べ
て
非
常
に
高
く
な
っ

て
い
ま
す
。

　

国
は
20
年
間
に
わ
た
っ
て
介
護
費
用
へ
の
国

庫
負
担
を
抑
制
し
、
介
護
サ
ー
ビ
ス
事
業
者
に

支
払
わ
れ
る
介
護
報
酬
を
削
減
・
抑
制
し
て
き

た
た
め
、
介
護
従
事
者
の
賃
金
は
全
産
業
平
均

と
比
べ
て
年
間
約
１
０
０
万
円
も
低
く
な
っ
て

い
ま
す
。
大
阪
府
内
で
も
介
護
関
係
業
種
の
有

効
求
人
倍
率
は
５
・
47
倍
︵
厚
生
労
働
省
職
業

安
定
統
計
令
和
元
年
８
月
︶
と
い
う
深
刻
な
介

護
人
材
不
足
が
続
い
て
い
ま
す
。﹁
こ
の
ま
ま

で
は
２
０
２
５
年
に
は
介
護
サ
ー
ビ
ス
が
大
き

く
不
足
す
る
﹂
と
介
護
関
係
者
は
危
機
感
を
募

ら
せ
て
い
ま
す
。

Ⅱ　

�

大
阪
市
廃
止
で「
一
部
事
務
組

合
」が
保
険
者
に

　

２
０
２
５
年
１
月
に
大
阪
市
が
廃
止
さ
れ
る

と
介
護
保
険
の
運
営
者
︵
保
険
者
︶
で
あ
る
大

阪
市
も
消
滅
し
ま
す
。
そ
う
な
れ
ば
、
同
時
に

設
置
さ
れ
る
４
つ
の
﹁
特
別
区
﹂
が
介
護
保
険

の
保
険
者
と
な
ら
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。
と

こ
ろ
が
、
特
別
区
は
介
護
保
険
関
係
事
務
を
行

う
こ
と
を
放
棄
し
、﹁
特
別
区
を
構
成
団
体
と

す
る
一
部
事
務
組
合
﹂︵
仮
称
﹁
大
阪
特
別
区
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特集●いま、大阪府市に問われるもの

事
務
組
合
﹂︶
で
共
同
処
理
す
る
と
し
て
い
ま

す
。
協
定
書
で
は
、
そ
の
理
由
を
﹁
特
別
区
間

の
保
険
料
の
ば
ら
つ
き
を
生
じ
さ
せ
な
い
﹂
た

め
と
説
明
し
て
い
ま
す
。

　

介
護
保
険
は
、﹁
市
町
村
単
位
﹂
の
公
的
保

険
で
す
。
65
歳
以
上
の
住
民
全
員
を
強
制
・
自

動
的
に
加
入
さ
せ
︵
第
１
号
被
保
険
者
︶、
介

護
保
険
料
を
徴
収
し
、
３
年
ご
と
の
見
通
し
を

も
っ
て
介
護
サ
ー
ビ
ス
の
量
を
決
め
る
と
い
う

役
割
を
市
町
村
は
負
っ
て
い
ま
す
。
介
護
保
険

料
は
、
そ
の
自
治
体
の
介
護
サ
ー
ビ
ス
水
準
に

連
動
す
る
こ
と
か
ら
、
自
治
体
は
①
地
域
の
ニ

ー
ズ
を
把
握
・
分
析
し
②
必
要
な
介
護
サ
ー
ビ

ス
を
見
込
み
③
妥
当
な
保
険
料
を
決
め
④
住
民

に
説
明
・
同
意
を
得
る
、
と
い
う
作
業
が
必
要

と
な
っ
て
い
ま
す
。
介
護
保
険
事
業
を
し
な
い

特
別
区
は
、﹁
超
高
齢
社
会
へ
の
対
応
﹂
と
い

う
行
政
に
と
っ
て
の
最
大
課
題
の
対
応
能
力
を

失
っ
た
﹁
欠
陥
自
治
体
﹂
と
言
わ
ざ
る
を
得
ま

せ
ん
。

Ⅲ　

�

大
阪
市
民
の「
老
後
」は
お
先
真
っ

暗　
大
き
く
後
退
す
る
介
護
保
険

　

仮
に
、
２
０
２
５
年
１
月
に
﹁
大
阪
市
廃
止

・
特
別
区
設
置
・
一
部
事
務
組
合
運
営
﹂
が
強

行
さ
れ
る
と
大
阪
市
民
の
老
後
と
介
護
保
険
は

ど
う
な
る
の
で
し
ょ
う
か
。

　

第
１
に
、
全
国
の
市
で
最
高
額
の
介
護
保
険

料
は
さ
ら
に
上
昇
す
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。
一

部
事
務
組
合
は
﹁
議
会
﹂
は
あ
り
ま
す
が
、
各

特
別
区
の
議
会
議
員
か
ら
若
干
名
ず
つ
選
ば
れ

た
議
員
が
年
に
２
回
、
数
時
間
程
度
の
﹁
議
会
﹂

︵
予
算
議
会
・
決
算
議
会
︶
を
形
式
的
に
行
う

だ
け
で
、
特
別
区
民
の
声
は
ま
っ
た
く
届
き
ま

せ
ん
。
こ
こ
で
決
め
ら
れ
る
介
護
保
険
条
例
で

保
険
料
が
決
定
さ
れ
ま
す
が
、
住
民
の
反
発
を

気
に
せ
ず
保
険
料
の
引
き
上
げ
が
行
わ
れ
る
こ

と
に
な
り
ま
す
。
前
述
し
た
大
阪
市
の
推
計
で

は
２
０
２
５
年
時
点
で
介
護
保
険
料
基
準
額

は
、
現
在
よ
り
年
２
万
７
０
０
０
円
以
上
高
い

12
万
２
４
０
０
円
な
っ
て
い
ま
す
が
、
そ
の
２

年
後
の
２
０
２
７
年
度
の
第
10
期
介
護
保
険
事

業
計
画
で
は
大
幅
に
上
昇
し
ま
す
。
さ
ら
に
、

大
阪
市
が
行
っ
て
い
る
独
自
の
保
険
料
減
免
制

度
は
、
廃
止
さ
れ
る
可
能
性
が
あ
り
ま
す
。

　

第
２
に
、
要
介
護
認
定
な
ど
の
遅
れ
と
混
乱

で
す
。
現
在
の
大
阪
市
は
要
介
護
認
定
事
務
を

民
間
委
託
し
﹁
認
定
事
務
セ
ン
タ
ー
﹂
で
集
中

管
理
し
て
い
ま
す
。
訪
問
調
査
は
大
阪
市
社
会

福
祉
協
議
会
に
一
括
委
託
し
て
い
ま
す
。
介
護

保
険
法
で
は
﹁
申
請
か
ら
30
日
以
内
﹂
と
決
め

ら
れ
て
い
る
要
介
護
認
定
が
遅
れ
、﹁
３
か
月

以
上
経
っ
て
も
認
定
結
果
が
出
な
い
﹂
と
い
う

異
常
事
態
に
な
り
ま
し
た
。
一
部
事
務
組
合
運

営
と
な
れ
ば
、
さ
ら
に
混
乱
を
す
る
こ
と
が
予

測
さ
れ
ま
す
。

　

第
３
に
、
特
別
区
の
事
務
と
さ
れ
て
い
る
介

護
保
険
以
外
の
高
齢
者
施
策
と
の
一
体
的
運
営

が
失
わ
れ
、
連
携
を
欠
い
た
ち
ぐ
は
ぐ
な
運
営

は
多
く
の
高
齢
者
を
混
乱
さ
せ
る
と
と
も
に
、

財
源
・
人
員
が
ひ
っ
迫
す
る
特
別
区
は
、
敬
老

パ
ス
を
は
じ
め
と
す
る
独
自
施
策
を
縮
小
・
廃

止
す
る
動
き
を
強
め
て
く
る
こ
と
は
必
至
で

す
。

　

大
阪
市
民
の
﹁
老
後
﹂
を
ま
っ
た
く
顧
み
な

い
大
阪
市
解
体
・
特
別
区
設
置
に
対
し
て
、
き

っ
ぱ
り
Ｎ
Ｏ
！
を
突
き
付
け
ま
し
ょ
う
。

大阪市廃止で介護保険はピンチ!?
〇�住民の目の届かない「一部事務組合」

で介護保険料が決まる
　⇒介護保険料は上がり放題に
　　基準年額　現在9.5万円
　　⇒ 2025年12.2万円 ⇒ ????円
　⇒�独自の保険料減免制度が廃止・縮小

に
〇�特別区は介護保険をせず、住民の老後

施策に無責任
　⇒�財源不足のしわ寄せは高齢者施策切

り捨てへ
　　�敬老パス廃止、独自サービス縮小・

廃止へ


